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平成31年度 大阪市所属長(局長)公募要綱 
 

平 成 30年 ８ 月 

大 阪 市 

 

 

大阪市では、大阪市職員基本条例第10条に基づき、以下のとおり公募を実施します。 

 

 

１ 公募内容 

（１）募集する職等 

・所属長(局長)職（各職とも採用予定人数は１名） 

・いずれも、所属(局)の責任者（トップ）として、所管業務及び組織を統括する職です。 

 

職   名 主な所管業務 主な経営課題 

人事室長 

・職員の人事、組織、給与及び厚生に関する事務

の総括 

・職員共済組合の運営 

・各種研修の実施や人材育成施策の企画等 

・質の高い行財政運営を支える人事・給与制度 

 の構築 

・スリムで効果的な業務執行体制の構築 

・プロ意識を持った職員の育成 

・ワーク・ライフ・バランスに配慮した働きや 

すい職場環境づくりや女性職員の活躍推進 

総務局長 

・公文書管理及び法務事務の総括（条例・規則 

等の整備、訴訟等） 

・情報公開制度・個人情報保護制度の運用及び 

総括 

・内部統制制度及び公益通報制度の運用 

・外郭団体の監理にかかる総括 

・本庁舎の維持管理 

・公文書や保有する情報等の適正な管理 

・リスク管理が組織的かつ確実に実行される 

内部統制体制の再構築 

・コンプライアンスの徹底による職員の公正な 

職務執行の確保 

・外郭団体の自立化等の促進及び適正な監理 

契約管財局長 

・工事その他請負、物品の買入れ等の契約並び 

に業務委託の入札 

・契約制度の企画及び調整 

・公有財産台帳の管理 

・有価証券等を除く公有財産の調査及び管理に 

係る連絡調整 

・公共事業用地の取得並びに地上物件の移転 

及び補償 

・適正な入札契約事務の確立 

・適正な管財事務・指定管理者制度事務の確立 

・未利用地の計画的な売却の推進等による有効 

活用 

・適正かつ計画的な用地取得事務の推進 

福祉局長 

・地域福祉の推進に関する施策の連絡調整 

・生活保護法・生活困窮者自立支援法に関する 

事項 

・国民健康保険及び後期高齢者医療に関する 

事項 

・障がい者福祉施策の総合的企画 

・高齢者福祉施策の総合的企画 

・高齢者・障がい者等が身近なところで相談・支

援を受けられ、いきいきと生活を送ることがで

きる仕組みづくり 

・生活の安心を支えるセーフティネットの確立 

（生活困窮者の自立支援策の推進、生活保護制度

の適正な運営） 

・区や地域の実情に応じた地域福祉の推進（総合

的な相談支援体制の整備、福祉・介護人材の確保） 
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職   名 主な所管業務 主な経営課題 

環境局長 

・家庭系ごみの収集輸送事業 

・ごみの適正処理、減量・リサイクルの推進 

・環境美化に係る事業の実施及び啓発 

・地球温暖化・エネルギー施策の推進 

・環境保全 

・斎場・霊園の運営 

・家庭系ごみ収集輸送事業改革プランの推進 

・ごみ減量・廃棄物の適正区分・適正処理の推進 

による循環型社会の形成 

・低炭素社会に向けた環境施策やエネルギー施策 

の推進 

・快適な都市環境の確保及び自然共生社会の実現 

・環境基本計画、廃棄物処理計画の改定 

・漸増する火葬件数への対応、霊園使用料の確保 

建設局長 

・道路、下水道、河川、公園・緑地の整備及び 

維持管理 

・道路事業、橋梁事業及び都市計画街路事業の 

計画及び進行管理 

・下水道事業の計画及び進行管理 

・河川事業の計画及び進行管理 

・公園・緑化事業の計画及び進行管理 

・都市基盤施設の計画的な維持管理、及び震災・

風水害などに備えた機能拡充 

・賑わい創出・観光拠点整備による都市魅力の 

向上 

・淀川左岸線２期事業の推進や鉄道の連続立体 

交差事業の推進による交通の円滑化 

港湾局長 

・港湾の計画、施設整備・維持補修、土地造成、

管理・運営 

・港湾施設の利用促進及び宣伝普及 

・港湾の防災及び保安対策、環境整備及び保全 

・臨海地域開発に関する企画及び連絡調整、 

埋立地の処分・利用調整、所管不動産の管理 

・阪神港への貨物集貨や船舶大型化に対応した 

港湾施設の整備など港の国際競争力強化 

・防潮堤や港湾施設の耐震強化など災害に強く、 

安全で使いやすい港の実現 

・企業誘致と土地利用促進、クルーズ客船の 

母港化の実現などによる臨海地域の活性化 

※職制改正等により、職名もしくは所管業務の変更又は職が廃止される場合がありますが、

任期中は、それに類似するポストへの配置転換を予定しています。 

※各所属長の職務内容の詳細については、大阪市ホームページ（各局等のホームページ）等

をご参照ください。 

 
 
＜募集背景＞ 

・行政の高度化、多様化、グローバル化が進展していく中、これら時代の変化に的確に対応

し、市民の期待する行政を推進していくためには、外部人材の活用など、人材の流動性・

多様性が必要です。 
・大阪市では、平成24年６月に施行された「大阪市職員基本条例」により、所属長（局長）

への任用は、広く公募により行うこととしています。 
・人事異動により内部任用していた所属長（局長）職を内外公募することにより、選考過程

の客観化、外部化が図られています。 
・組織トップに外部人材を登用することで、民間視点や経営感覚の導入、職員の意識改革、

組織活性化などが期待されます。 
・また、内外公募として、意欲や能力のある内外の人材が同じ土俵で切磋琢磨することで、

より良い人材を登用するとともに、職員の能力向上や組織活性化を図ります。 
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＜求める人物像＞ 

・全市的な視点で所管業務及び組織を統括し、関係先との適切な調整及び交渉のもと、本市

が抱える経営課題の解決や新たなビジョンの実現に取り組める人材。 
・これまでの行政感覚や行政慣行とは異なる視点や発想で、さまざまな行政課題や組織課題

に対して、有効な指摘や改善策を講じることができる人材。 
・所管業務の推進を統括するのに必要な専門的な知識、経験、能力等を有する人材。 
・高いマネジメント能力をもって、円滑に組織運営できる人材。 
・全体の奉仕者として、また、所属職員を管理監督、指導監督すべき組織トップとしてふさ

わしい高い倫理観、見識等がある人材。 
 
 
（２）身分 

一般任期付職員(地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（以下、「任期付

法」という。）第３条第２項) 

※ただし、任期付法の適用を受けていない本市一般職の職員（以下、「本市職員」という。）

が任用される場合は、以下のとおりです。 
・平成31年４月１日時点で満57歳以下の場合：現在の身分を継続 

・平成31年４月１日時点で満58歳以上の場合：一般任期付職員 

 
 
（３）任期 

平成31年４月１日から平成32年３月31日まで※ 

※なお、任期は１年ごとに更新しますが、適格性に問題がなければ、平成31年４月１日

から向こう３年間を基本とします。 

 
 
（４）その他 

・各職とも採用予定人数は１名ですが、選考の結果、適任者がいない場合は、採用を見合

わせることがあります。 

・任期を通じて勤務実績が特に優秀で、引き続き高いパフォーマンスを発揮できると認め

られる人については、最長５年まで任期を更新する場合があります。 

・任期途中であっても、勤務実績の不良や、適格性が欠如していると認められる場合は、

他の職への人事異動や、分限処分（降任・免職）がなされる場合があります。 

・任期満了に際しては、現に任用されているポストとは異なる公募ポストに応募すること

ができます。 

・採用後は、営利企業等への従事は認められませんので、採用期日までに退職、役員退任

等の手続きを完了する必要があります。 
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２ 応募資格 

次の要件を満たす人が応募できます。 

・組織マネジメントの経験のある人（例:国、地方公共団体、民間企業等での管理職経験者） 

※本市職員が応募する場合は、部長級以上の職員 

・日本国籍を有する人 

 

ただし、地方公務員法第16条各号のいずれかに該当する人は応募できません。 

ア 成年被後見人又は被保佐人 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者 

ウ 大阪市において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

エ 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、地方公務員法第60条から第63条までに規定する罪を犯 

し刑に処せられた者 

オ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張す 

る政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 

※一般任期付職員（任期付法第３条第２項に基づく）として所属長（局長）に任用されてい

る場合は、現に任用されているポストと同一の公募ポストに応募することはできません。 

 

 
３ 勤務条件 

服  務 

・任期中は、営利企業等への従事制限など、地方公務員法の服務に関す

る規定が適用されます。 

・本市職員以外の人が採用される場合は、現在の勤務先を退職していた

だく必要があります。 

給  与 

・年収（税込）1,300万円程度（本市職員以外の場合） 

・年収（税込）1,250万円程度（本市職員の場合） 

※ただし、勤勉手当（６月、12月支給）は、業績に応じた支給となります。 

※年収は、平成30年４月時点のものです。 

勤務時間 ９時から17時30分（休憩時間45分を含む） 

休  日 

（１）日曜日及び土曜日 

（２）国民の祝日に関する法律に規定する休日 

（３）12月29日から翌年１月３日までの日（前号に掲げる日を除く） 

休  暇 
年次休暇及び特別休暇（夏季、結婚、出産、忌引等に要する休暇）等が

あります。 
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勤務場所 

人事室長 

大阪市役所 

（大阪市北区中之島1丁目３番20号） 
総務局長 

福祉局長 

契約管財局長 
大阪産業創造館 

（大阪市中央区本町１丁目４番５号） 

環境局長 
あべのルシアス 

（大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目５番１号） 

建設局長 
ＡＴＣビル 

（大阪市住之江区南港北２丁目１番10号） 
港湾局長 

※勤務条件等については、本市条例等の改正により変更される場合があります。 

※本市職員が現在の身分を継続する場合は、上記勤務条件のもと働くことになりますが、

当該所属長職としての任期満了の際には、原則、元の職位に戻ることになります。 

 

 

４ 選考方法 

（１） 第１次選考（書類選考） 

  提出された職務経歴書、実績調書、論文等により、職務に対する適性、能力、意欲等につ

いて審査します。 

  なお、選考結果を応募者全員に、第２次選考の日時・場所を合格者に通知(郵送)します。 

（平成30年10月上旬頃に郵送予定） 

 

（２） 第２次選考（面接選考、適性検査）（平成30年10月下旬頃に実施予定） 

  個別面接により、職務に対する適性、能力、意欲等について審査します。また、外部から

応募の場合は、適性検査を実施します。 

  なお、選考結果を第２次選考受験者全員に、最終選考の日時・場所を合格者に通知(郵送)

します。 

 

（３） 最終選考（面接選考）（平成30年11月中旬頃に実施予定） 

  個別面接により、職務に対する適性、能力、意欲等について審査します。 

なお、選考結果を最終選考受験者全員に通知（郵送）します。 
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５ 申込方法 

応募については、１人につき１つの職とします。なお、１人で２つ以上の職に応募があった

場合（所属長(局長)公募と区長公募に同時に応募する場合を含む）、無効とすることがあります。 

受付期間 
平成30年８月23日（木）から平成30年９月21日（金）まで 

（郵送の場合は平成30年９月21日（金）必着） 

提出書類 

（１）公募申込書（応募する職、その職を希望する理由等） 

（２）職務経歴書 

（３）実績調書 

（４）下記６の要領により作成した論文 

（５）返信用封筒（長形３号：長さ23.5cm、幅12cm程度のもの）に82

円切手を貼付し、申込者の郵便番号、住所、氏名を記載したもの 

申 込 先 

〒530-8201 

大阪市北区中之島１丁目３番20号 大阪市役所４階 

大阪市人事室人事課（人事グループ） 

提出方法 簡易書留郵便又は持参により提出してください。 

注意事項等 

（１）提出書類は、折り曲げずに提出してください。 

（２）応募に必要となる書類が不足している場合や、返信用封筒に 82

円切手が貼付されていない場合については、応募が無効となる場

合があります。 

 

 

６ 論文作成要領 

（１）課題 

  「応募する所属(局)が抱える主な経営課題と、その解決策について」 

 

（２）字数 

  2,000字程度（Ａ４縦サイズ、横書き） 

（※提出された論文は、公開を前提とします。） 
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７ 申込書等の入手方法 

ホームページから

ダウンロードする

場合 

＜ダウンロード＞ 

（１）公募申込書 

（２）職務経歴書 

（３）実績調書 

※大阪市人事室ホームページからダウンロードしていただけます。 

※ご使用のパソコンの環境により、また、ホームページの保守・整備等

のため、ダウンロードできない場合があります。 

配布場所で直接受

け取る場合 
上記５の申込先（人事室人事課）で配布します。 

 

 

８ その他 

（１）電話等による合否の問い合わせにはお答えできません。 

（２）提出された書類については返却しません。また、第１次選考で提出された論文の著作権

は大阪市に帰属します。なお、提出書類等により取得した個人情報については、選考以

外の目的には使用しません。 

（３）最終合格者については、最終合格決定通知後に、任用上の資格調査(照会)を本籍地のあ

る市区町村あてに行います。また、応募資格や経歴等の確認のため、関係先に照会する

場合があります。 

（４）応募資格がないことが判明した場合は、合格を取り消します。また、提出書類の記入事

項が正しくないことが判明した場合は、合格を取り消すことがあります。 

（５）最終合格者については、任用に際して、略歴等を公表することがあります。 

 

 

９ 問合せ先 

  大阪市人事室人事課（人事グループ） 

  電話：06-6208-7511  FAX：06-6202-7070 

  E-mail：ba0008@city.osaka.lg.jp 

  大阪市人事室ホームページURL：http://www.city.osaka.lg.jp/jinji/ 

mailto:ba0008@city.osaka.lg.jp
http://www.city.osaka.lg.jp/jinji/


 

大阪市所属長（局長）公募申込書 

 

ふりがな  
性別 
（○印） 

男 
・ 
女 氏  名  

生年月日 
   年   月   日 生 
（平成31年４月１日現在 満   歳） 

 
現住所（必ず電話番号まで記入してください。住所は、番地まで詳細に、マンション等の場合は○○号室まで記入してください。） 

ふりがな  

住 所 
郵便番号（   －    ） 

 

電 話     （    ）    呼出（    ）方／携帯電話     （    ） 

メールアドレス  
 
連絡先（現住所以外で昼間に連絡がとれる連絡先がある場合に記入してください。） 

ふりがな  

住 所 
郵便番号（   －    ） 

 

電 話     （    ）    呼出（    ）方／携帯電話     （    ） 

メールアドレス  
 
学 歴（最終学歴とその前の学歴について記入してください。） 

学校名 学部科名 期 間 卒業・修了・中退の別 

  年  月～  年  月  

  年  月～  年  月  
 
応募する職とその理由 
人事室長 ・ 総務局長 ・ 契約管財局長 ・ 福祉局長  
環境局長 ・ 建設局長 ・ 港湾局長               ※１つだけ○印を付けてください。 
 

当該職を希望する理由 
 

＜記入上の注意事項＞ 
１ 黒インク又は黒ボールペンを用い、かい書でていねいに記入してください。ホームページからダウ

ンロードした様式を利用する場合には、パソコン等による作成も可能です。 
２ ※印の欄は記入しないでください。 
３ 連絡先欄は連絡先が現住所と同じ場合は記入不要です。 
４ 写真を必ず貼付してください。 

受験番号 ※ 

写真を貼付 
※３か月以内に撮

影したもの。写真

がないと受験でき

ません。（縦４cm、

横3.5cm程度） 

平
成 

 

年 
 

月
撮
影 



 
 
 
 
※今後の広報の参考とするため、アンケートにご協力ください。 
 
Ｑ．この公募を知ったきっかけは何ですか。最も当てはまるものを１つ選んで、番号に○印を付けてく

ださい。 
 

１．大阪市ホームページ 
 

２．大阪市広報紙 
 

３．大阪市広報ツイッター 
 

４．大阪市広報フェイスブック 
 

５．転職サイト 
 

６．再就職支援会社 
 

７．ハローワーク 
 

８．ポスター、印刷物 
 

９．マスコミの報道 
 

10．友人・知人から聞いた 
 

11．その他（              ） 
 

 



〔ふりがな〕  
受験番号 

※ 
〔氏  名〕 

  （※欄は記入しないでください） 

 

職 務 経 歴 書 

・過去の経歴から順に時系列で記載してください。 

〔本市職員応募者の職務経歴の記載方法について〕 
・④・⑤の記載は必要ありません。 
・②に所属名、③に役職名を記載し、⑥に職務内容を記載してください。 

（  枚のうち  枚目） 

①期  間 
 平成○年○月から 

平成○年○月まで 

②会社・団体名等 ③役職名等 
⑥主 な 職 務 内 容 

④従業員数・職員数 ⑤部下の人数 

  年  月から 
  年  月まで 

   

  

  年  月から 
  年  月まで 

   

  

  年  月から 
  年  月まで 

   

  

  年  月から 
  年  月まで 

   

  

  年  月から 
  年  月まで 

   

  

  年  月から 
  年  月まで 

   

  

上記の内容に相違ありません。 
最終合格決定後の必要な経歴等の照会に同意いたします。 

     年  月  日  氏名              ㊞  
（上記署名は「職務経歴書」が２ページ以上になる場合、最終ページにのみ記載してください。） 

 
＜記入上の注意事項＞ 
１ 黒インク又は黒ボールペンを用い、かい書でていねいに記入してください。ホームページからダウンロードした様式を利用する場

合には、パソコン等による作成も可能です。 
２ 用紙が不足する場合は、適宜複写してください。 



 
 

実 績 調 書 

 
氏名            

  
（  枚のうち  枚目） 

〔資格等〕（職務に関連した資格等をお持ちの場合は、取得年月日と名称を記載してください。） 

 

〔実 績〕（これまでの職務経験における主な成果及びその手法等を具体的に記載してください。また、従業員

数や部下職員数など、マネジメント規模も明らかにしてください。） 

※最終合格者については、内容について関係先に照会させていただく場合があります。 

 

 
＜記入上の注意事項＞ 
１ 黒インク又は黒ボールペンを用い、かい書でていねいに記入してください。ホームページからダウンロード

した様式を利用する場合には、パソコン等による作成も可能です。 
２ ※印の欄は記入しないでください。 

３ 用紙が不足する場合は、適宜複写してください。 

受験番号 
※ 


